
財源確保～経済産業省「未来の教室」調査研究事業～

１ 概要

デジタル技術やふるさと納税等を通じて地域創生に取り組む株式会社トラストバンクは、ふるさと納税型のクラウドファンディングに係るこれまでの豊富な実
績やデータの蓄積等を基に、財政面で共通課題を抱える全国の教育現場に新しい資金調達の手段を拡げる機会創出につなげていくための調査研究事業
を実施することとしています。
検討会において財源確保の在り方についても検討しているところであり、産学官連携により実現していくことが不可欠であることから、本調査研究事業に本
市が連携先として参画することを通じて、教育の一層の充実のための財源確保の手法を確立していくことを目指します。

未来の教室：経済産業省では「『未来の教室』ビジョン（2019年6月）」を踏まえ、様々な個性の子ども達が、未来を創る当事者（チェンジ・メイカー）になるための学習環
境づくりを目指し、１．学びの探究化・STEAM化、２．学びの自律化・個別最適化、３．新しい学習基盤づくりを柱に、2018年度より実証事業に取り組んでいます。

２ 実施体制

（１）事業受託者
株式会社トラストバンク（全体統括、プログラムの開発・検証）
※ふるさと納税に関するサービス等を提供している企業です。（本社・東京都渋谷区、代表取締役・川村 憲一）

（２）連携先
京丹後市教育委員会、大学

（３）スケジュール（予定）
調査研究 実証

3月

・調査項目等に
関する議論と決定
・過去実施のクラウド
ファンディング
データ分析

データを基に効果
的な財源確保の
在り方について
検討・整理

10月 11月 12月 1月 2月 4月 5月 6月

（受託者）
株式会社

トラストバンク

（協力者）
京丹後市
教育委員会

公教育における財源確
保の課題整理

教育長等インタビュー

調達した資金を
財源として

教育現場で活用

調査研究の結果を基に
クラウドファンディング

で実証

1

資料３



財源確保～経済産業省「未来の教室」調査研究事業～
３ 取組内容

（１）調査研究：令和５年度
○目的
京丹後市のような地域特性の自治体における教育分野のクラウドファンディングの実施について、過去の実績を大学教授等の協力を得て
分析し、成功要因を探る。

○プロセス
①市インタビュー（学校の課題、その課題を解決するために必要な施策）
②①を踏まえ、過去の寄附実績等に基づきトラストバンク（・大学教授等）が分析
③寄附の成功要因について仮説を立てる

（２）調査研究に基づく資金調達の実証：令和６年度
クラウドファンディングを実施（R5：経産省事業とは別に試験的に実施。R6：R5の実績及び調査研究に基づき実施）し、仮説を検証

４ クラウドファンディング事業イメージ

寄附

基金教育

教育事業に対して寄附

基金として積み立てた寄附金を
持続的に教育事業に対して活用

基金活用事業の実績報告
プロジェクトへの共感

＜調査研究における市の役割＞
• 資金調達課題の洗い出し・整理、調査項目等の検討・
精査

• クラウドファンディング事業提案（検討会の提言を基に）
+単年度での資金調達・予算執行とならないよう、
基金として積み立て、継続的に運用

概要図

活用事業（想定）

・より専門的な学びのための、遠隔教育特例校制度の活用に伴う報酬

・普段の日常の中に学びを取り入れるための、学び舎環境整備

・各校の特色ある教育実践のための学校裁量予算
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基金

・既存の「京丹後市ふるさと応援基金」を活用

意義

中間まとめのプロジェクトの中で、特定の学校に対する事業・先駆的な事業
など、市全体としては予算化が難しい事業について、R5にクラウドファンディング
として試験的に実施し、R6の実証事業とあわせて成功要因を探る。
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プロジェクト２
「子ども主体」
学び舎再設計

空間デザイン

GIGAスクール

働き方改革

学校教育課 教育総務課

学校教育課 教育総務課

学校教育課

ふるさと応援
推進課

ふるさと納税を活用した財源確保学校施設の整備

ふるさと応援
推進課

プロジェクト４
地域まるごと

学校×地域×企業
プラットフォーム

学校教育課 生涯学習課 政策企画課
地域おこし協力隊
との調整

地域コーディネーター
との調整

京都府 地域・企業
コーディネーター・
人材の調整

人材バンクへの登録

学校教育課の体制
15名（会計年度任用職員等除く）うち府教委割愛職員6名（小学校3名、中学校3名）

行政体制（令和5年10月1日時点の想定）

プロジェクト３
学びの
ボーダレス

中高連携

制度改正

学校教育課

学校教育課

生涯学習課 政策企画課

地域おこし協力隊
との調整

地域コーディネーター
との調整

京都府

交流学習、カリキュ
ラム構築等の検討

京都府

プロジェクト１
学びの変革

学力観・学習観・
指導観の転換

丹後学×STEAM
カリキュラム

特例制度 学校教育課

ふるさと応援
推進課

学校教育課
文化財

保存活用課
政策企画課

作成部会委員 未来人材像
地域おこし協力隊

ふるさと納税を活用した
財源確保

学校教育課 こども未来課子育て支援課
就学前の学び

各プロジェクトの総括

京都府
免許状の交付

地域・企業

作成部会委員

※令和6年4月1日
設置予定


